
○取得時講習の実施に関する規則の制定について(通達)

(平成16年3月19日徳免甲第89号)

改正 平成19年5月徳免第301号・徳交企第118号・徳交規第301号・徳交指第177号

平成25年12月12日徳免第791号

平成29年3月10日徳免第142号・徳生企第38号・徳交企第79号・徳交規第135号

・徳交指第56号

平成31年4月10日徳免第211号

令和2年3月25日徳免第160号

令和4年5月11日徳免第273号・徳交企第123号

各部課長

各警察署長

この度、別添1のとおり取得時講習の実施に関する規則(平成16年徳島県公安委員会

規則第2号。以下「規則」という。)が制定されるとともに、別添2のとおり原付講習

に関する規程(平成4年徳島県公安委員会規程第4号)が廃止された。

このことに伴い、本年4月1日からは原付講習を含め、全ての取得時講習についても

指定自動車教習所に委託して実施することとなった。

このように取得時講習は、公安委員会と契約を結んだ指定自動車教習所(以下「契

約教習所」という。)が実施するものであるが、署においては当該教習所からの関係

書類の受理等の事務処理が、運転免許課にあっては従来同様に、取得時講習の予約手

続等の事務処理が必要となるため、それの運用上の留意事項を次のように定めたので

誤りのないようにされたい。

なお、取得時講習事務処理要領の制定について(平成6年4月28日徳免甲第159号)は、

廃止する。

記

第１ 署における事務処理

１ 関係書類の受理

原付講習を含め、取得時講習の受講者は、講習手数料を規則に定める講習受講

申出書に徳島県収入証紙(以下「証紙」という。)を貼付し、契約教習所に提出す

ることとされ、契約教習所は、講習を実施した日に講習受講者名簿とともに講習

受講申出書を署長に提出することとなるので、これを受理すること。

２ 関係書類の点検及び証紙の収納

署長は、関係書類を受理したときは、手数料過不足の有無等必要事項を点検し

処理の適正を期すること。

なお、証紙の収納に当たっては、徳島県収入証紙条例施行規則(昭和39年徳島



県規則第24号)第4条の規定に基づいて処理すること。

３ 関係書類の保存

(1) 講習受講申出書の保存期間は、徳島県会計規則(昭和39年徳島県規則第23号)第

48条第1項に規定する期間(年度経過後5年)とする。

(2) その他の書類の保存期間は、1年間とする。

４ 報告

署長は、取得時講習に係る手数料を毎月計上し、翌月の上旬中に、講習の実施

状況及び証紙の収納状況を本部長に報告すること。

第２ 運転免許課における事務処理

１ 講習の予約

(1) 規則第5条第1号に規定する講習の予約は、公安委員会が行う運転免許試験に合

格した者を対象に行う。

(2) 前号の予約は、運転免許試験合格発表後、受講者の希望を聞いた上で受講する

教習所及び受講日時を指定し、必要事項を記入した取得時講習の御案内(別記様

式第1号)を交付して行うものとする。

２ 応急救護処置講習免除者の確認

道路交通法施行令(昭和35年政令第270号)第33の5の3第1項第2号、第2項第2号

及び第4項第2号の規定により、応急救護処置講習を免除される者については､医

師免許､看護師免許等の資格を証明するもので確認するものとする｡この場合にお

いては､医師又は医師である者に準ずる能力を有する者の応急救護処置講習を免

除する場合の事務処理上の留意事項について(平成31年4月10日徳免第211号)に基

づき処理を行うこと。

３ 教習所への通知

1の(2)により講習の予約を行ったときは、教習所に対し、取得時講習受講者通知

書(別記様式第2号)により通知するものとする。

４ 受講日の変更

受講日の変更は原則として認めない。ただし、病気等本人のやむを得ない理由又

は災害、悪天候時等により講習が実施できないときには、教習所と連絡を取り、講

習日を変更することができる。

５ 免許証の交付

受講者(原付講習を除く。)は講習終了後、運転免許課(阿南分室及び阿波分室を

除く｡)へ執務日の午後1時に集合させることとするので、講習終了証明書で必要事

項を確認の上、免許証交付の手続を行い即日、免許証を交付すること。

第３ 原付講習受講者の講習の予約

規則第5条第2号に規定する原付講習の予約は、他の取得時講習と異なり、運転

免許試験の前後を問わず、受講者自身が契約教習所との間で行うものである点に



留意すること。

附 則(平成25年12月12日徳免第791号)

附 則(平成29年3月10日徳免第142号・徳生企第38号・徳交企第79号・徳交規第135号

・徳交指第56号)

附 則(平成31年4月10日徳免第211号)

附 則(令和2年3月25日徳免第160号)
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別記様式、別添 省略


